
［１項　社会福祉費］

１目　社会福祉総務費

支え合う地域づくり

○　支え合いの仕組みづくり事業 21,384 千円

◇包括的支援体制構築事業　【新規】 17,500 千円

◇避難行動要支援者の支援 866 千円

◇見守りネットワークの推進 1,169 千円

◇地域福祉計画の策定・推進 1,849 千円

○　久留米市社会福祉協議会助成　　　　　　　　　　　　　　　　 189,675 千円

○　ＤＶ対策支援事業 1,821 千円

人権意識の確立・同和対策の充実

○　人権・同和対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 45,856 千円

○　人権啓発センター運営事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,502 千円

障害者福祉の充実

○　重症心身障害児・者地域生活支援事業 10,221 千円

◇医療的ケア短期入所給付事業 6,418 千円
◇医療的ケア訪問看護事業 2,160 千円
◇重症心身障害児・者地域生活支援委託 1,116 千円

○　障害者自発的活動支援事業 500 千円

○　障害児・者発達支援事業 2,923 千円

○　障害者福祉施設整備促進事業 83,708 千円

○　障害者計画推進事業　　　　　　　　　　　　　　　 960 千円

○　障害者社会参加支援事業 14,023 千円

○　タクシー料金一部助成事業 31,811 千円

○　障害児等療育支援事業 1,682 千円

○　障害者虐待防止対策事業 3,607 千円

　高齢者等が地域から孤立することなく安心して暮らせるよう、地域住民と民間事業者の協力を得
て、見守り活動を実施する。

◇◇◇　　３　款　　　民　生　費　　◇◇◇

　誰もが安心してその人らしく地域で住み続けるために、地域での支え合いの体制づくりを進めるとと
もに、高齢者等の地域からの孤立を防止する地域づくりを推進する。

　実効性の高い避難支援に向け、市民との協働により名簿の登録促進を図るとともに、名簿を活用
した図上訓練等により個別支援計画の具体化を推進する。

　医療的ケアが必要な在宅の重症心身障害児・者及びその家族等が、地域で安心して暮らすことが
できるよう、施設が短期入所者を受け入れる際に必要となる看護師等の配置に係る経費について助
成を行う。

　「住民に身近な圏域」での住民同士の支え合いの仕組みを補完し、民間団体や当事者同士の連
携体制の構築等により地域生活課題の解決を試みる仕組みづくりを推進する。
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○　障害者差別解消推進事業 828 千円

◇障害者差別解消支援地域協議会 228 千円
◇障害者差別解消シンポジウム・啓発等 593 千円

○　障害者成年後見促進事業 1,971 千円

○　障害児タイムケア事業 9,082 千円

○　障害支援区分認定事業 8,139 千円

○　重度身体障害児・者訪問入浴サービス事業 28,070 千円

○　障害者基幹相談支援センター運営事業 82,664 千円

◇基幹相談支援センター委託 82,664 千円

○　障害者地域活動支援センターⅠ型運営事業 22,183 千円

○　障害者地域活動支援センターⅢ型・共同作業所助成事業 64,208 千円

〇　オープンスペース助成事業 500 千円

○　総合福祉会館費 35,772 千円

○　総合福祉会館事業 13,381 千円

高齢者福祉・介護サービスの充実

○　老人保護措置費 306,900 千円

○　福祉センター費 82,243 千円

○　成年後見推進事業 20,588 千円

○　認知症高齢者等支援事業 3,097 千円

○　軽費老人ホーム運営費助成 244,882 千円

○　老人クラブ助成事業 38,962 千円

○　老人いこいの家建設・整備事業 8,983 千円

○　敬老祝金事業 11,342 千円

○　高齢者社会参加促進事業 2,395 千円

○　後期高齢者医療事業 3,487,985 千円

○　後期高齢者医療事業特別会計繰出金 1,209,641 千円

※後期高齢者医療事業特別会計については74ページに掲載

○　はり・きゅう等助成事業　　　　　　　　 22,735 千円

○　高齢者福祉施設等整備促進事業 60,160 千円

○　高齢者住宅改造事業 3,600 千円

　地域における障害者への相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターについて、多様
なニーズに対応できるよう、地域の相談支援体制の充実強化を図る。

　障害者差別解消法の趣旨に基づき、障害の有無によって分け隔てられることのない共生社会の実
現に向け、障害者差別解消支援地域協議会の運営による相談支援体制の充実やシンポジウムによ
る啓発等、障害者差別解消の実効性を高める施策に取り組む。
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○　介護保険利用特別支援事業　　　　　　　　　　　　 1,096 千円

○　介護保険事業特別会計繰出金　　　　　　　　　　　　 4,145,052 千円

※介護保険事業特別会計については73ページに掲載

こころと体の健康づくり

○　国民健康保険事業特別会計繰出金　　　　　　　　　　　　　 3,406,780 千円

※国民健康保険事業特別会計については70ページに掲載

生活困窮者の自立支援

○　生活困窮者自立支援事業 57,998 千円

◇生活困窮者自立相談支援事業委託 32,441 千円
◇家計相談支援事業委託 12,812 千円
◇就労準備支援事業委託 2,103 千円
◇一時生活支援事業委託 8,829 千円
◇社会資源活用促進事業委託 1,212 千円

○　子どもの学習支援事業 15,410 千円

◇生活困窮者学習支援事業委託 15,410 千円

○　住居確保給付金 1,600 千円

その他の要援護福祉事業等

○　中国残留邦人生活支援事業 844 千円

○　災害見舞金支給事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,306 千円

○　要援護団体助成事業 2,539 千円

２目　重度障害者医療費

○　重度障害者医療費助成 904,552 千円

３目　特別障害者等手当費

○　特別障害者等手当　　　　　　　　　　　　　　　　 191,486 千円

５目　隣保館費

○　隣保館改修事業 16,213 千円

　多様で複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、経済的・社会的な自立を包括的に支援してお
り、さらに地域におけるアウトリーチ支援等を推進するため、就労準備支援員を増員し、実施体制の
強化や事業の充実を図る。

　貧困の連鎖防止の観点から、生活困窮世帯等の子どもに対し、学習支援や就学・進学の相談支援
を実施するとともに、社会的居場所の設置による子どもの社会性、愛着の形成等を図る。
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［２項　児童福祉費］

１目　児童福祉総務費

○　子育て短期支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,532 千円

○　子育て支援基金運用事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,600 千円

○　子育て支援啓発事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,555 千円

・子育て支援情報サイト運用 1,531 千円

○　子ども・子育て支援事業計画推進事業 3,642 千円

・子ども・子育て支援事業計画策定支援業務委託 2,684 千円

○　すくすく子育て21事業 4,000 千円

○　エンゼル支援訪問事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,725 千円

○　つどいの広場事業 800 千円

【新規】　未婚の児童扶養手当受給者への臨時・特別給付金給付事業 13,882 千円

◆支給対象者 児童扶養手当の受給者のうち、未婚のひとり親である者
◆支給額 1人につき17,500円

○　私立保育所等運営費助成事業（保育所58ヵ所・認定こども園17ヵ所） 241,164 千円

○　私立保育所等施設整備事業（保育所3ヵ所・認定こども園4ヵ所） 647,699 千円

○　保育所・認定こども園職員研修事業 153 千円

○　延長保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 94,263 千円

○　病児保育事業　　　　　　　　　　　　　 66,916 千円

○　私立保育所等一時預かり事業 20,340 千円

○　保育所地域活動事業 3,150 千円

○　病棟保育活動支援事業 840 千円

○　特別支援保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 368,782 千円

○　保育団体等助成事業 7,746 千円

○　保育士・保育所支援センター事業 199 千円

　平成31年10月から消費税率が引上げとなる環境の中、子どもの貧困に対応するため、児童扶養手
当受給者のうち未婚のひとり親に対し、臨時・特別給付金を支給する。
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○　待機児童対策事業 79,146 千円

◇保育士人材確保対策補助金 58,882 千円
◇潜在保育士就職支援給付金 1,600 千円
◇保育士進学支援補助金 2,500 千円
◇保育所等巡回支援事業 1,539 千円
◇送迎保育ステーション事業 13,625 千円

◇保育士ＵＩＪターン就職支援補助金　【新規】 1,000 千円

○　届出保育施設助成事業 35,038 千円

○　医療的ケア児保育支援事業 11,946 千円

【新規】　保育所等における事故防止推進事業 5,445 千円

◇午睡チェックセンサーの導入 5,445 千円

○　ファミリー・サポート・センター事業　　 11,999 千円

○　食で育む子どもの未来事業 668 千円

○　要保護児童対策地域協議会事業 2,709 千円

○  児童虐待防止対策強化事業 5,809 千円

◇子ども家庭総合支援拠点運営事業　【新規】 392 千円

◇子どもの安全確認強化事業　【新規】 144 千円

○　産休等代替職員雇用費助成事業 4,634 千円

○  結婚・妊娠・出産・子育て希望支援事業 9,766 千円

・子育て便利マップ 875 千円

・企業・団体婚活支援ネットワーク推進事業 7,891 千円

・地域子育て促進事業費補助金 1,000 千円

○　保育所等給食充実事業 56,102 千円

○　子ども発達支援センター機能整備事業 30,218 千円

○　子どもの貧困対策推進事業 3,406 千円

・子ども食堂事業費補助金 3,350 千円

　児童虐待防止体制を強化するため、専門的な相談体制の充実を図る。

　児童虐待の発生を未然に防止するため、子どもの安全確認対応の体制を強化する。

　市中心部に偏る保育ニーズの分散と周辺部の保育施設の空き定員の活用を図るため、江南保
育園内に送迎保育ステーションを平成31年4月に開設し、保育士付き添いのもとバスで市内の保
育施設へ送迎する保育サービスの提供を行う。

　保育士不足の解消を図るため、市外に在住している保育士資格を有する者がＵＩＪターンによ
り市内の保育所等へ再就職する際に、転入等に要する経費を助成する。

　安全かつ安心な保育環境の確保を図るため、乳児の睡眠中の事故防止のために必要な備品購
入等を行う。（公立保育所分）
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２目　児童措置費

○　児童手当の支給 5,253,400 千円

○　子どものための教育・保育給付費 10,205,048 千円

◇保育所運営費 7,862,732 千円
◇施設型給付費 2,291,963 千円
◇地域型保育給付費 50,353 千円

【新規】　子育て支援施設等利用給付費 80,289 千円

◇幼稚園預かり保育利用給付費 44,064 千円
◇認可外保育施設等利用給付費 36,225 千円

３目　母子福祉費

○　ひとり親支援事業　　 57,547 千円

○　ひとり親サポートセンター事業 3,360 千円

○　母子生活支援施設入所者支援事業 360 千円

○　児童扶養手当の支給 2,255,105 千円

○　母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出金 2,000 千円

※母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計については74ページに掲載

○　ひとり親家庭等の子どもの育み支援事業 13,100 千円

４目　児童福祉施設費

○　子育て交流プラザ事業　　　　　　　　　　　　　　　 54,853 千円

・子育て交流プラザ運営委託 19,673 千円

○　学童保育所整備事業 203,951 千円

◇善導寺校区学童保育所増築工事 75,400 千円
・定員：80名増（69名→149名）

◇大善寺校区学童保育所増築工事 75,400 千円
・定員：80名増（93名→173名）

◇山川校区学童保育所改築工事 47,052 千円
（平成31年度～32年度継続費156,842千円）
・定員：76名増（84名→160名）

○　地域子育て支援センター事業　　　　　　　　　　　　　　　 19,614 千円

　幼児教育・保育の無償化に伴い、保育の必要性があると認定された子ども（対象：3～5歳児及び非
課税世帯の0～2歳児）が届出保育施設や幼稚園預かり保育等を利用する場合に給付を行う。

　支給認定を受けた子どもが通園する保育所、認定こども園、幼稚園等に対して、運営費や給付費
などの財政的支援を行う。
　なお、平成31年10月より始まる幼児教育・保育の無償化に伴い、3～5歳児及び保育の必要性があ
ると認定された非課税世帯の0～2歳児の保育料は無償化される。

　利用児童が増加している学童保育所の充実のため、施設の増築等により定員拡大を図るほか、施
設の修繕等を行う。
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○　公立保育所環境整備事業　　　　　　　　　　　 31,205 千円

・田主丸保育所外壁改修工事 25,565 千円

○　公立保育所施設・備品整備事業 2,650 千円

○　公立保育所給食調理委託事業（5ヶ所） 64,755 千円

○　学童保育所運営事業　　　　　　 524,724 千円

・学童保育所運営委託 524,710 千円

○　児童センター事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 47,410 千円

○　総合幼児センター施設整備事業 2,690 千円

○　石橋記念くるめっ子館事業　　　　　　　　　　　　　　　　 8,811 千円

５目　子ども医療費

○　子ども医療費助成 1,048,424 千円

６目　ひとり親家庭等医療費

○　ひとり親家庭等医療費助成 255,822 千円

７目　青少年育成センター費

○　不登校児童対策事業 6,851 千円

○　青少年健全育成団体等助成 17,295 千円

・校区青少年育成協議会 8,869 千円

・青少年育成市民会議 5,796 千円

・地域子ども安全対策 2,090 千円

○　非行を生まない社会づくり事業 8,796 千円

◇少年非行・薬物乱用防止対策 526 千円
◇健全育成・安全確保対策 1,344 千円
◇立ち直り支援対策 6,714 千円

　地域全体で子どもたちを見守り育てていく社会の実現のため、保護者や地域、関係団体等と連携
し、少年の非行、犯罪防止や子どもの安全確保などを行う。
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［３項　生活保護費］

１目　生活保護総務費

○　生活保護自立支援・適正化事業 28,269 千円

◇入院患者社会復帰支援業務委託 4,860 千円
◇被保護者就労支援業務委託 6,000 千円
◇年金加入状況等調査業務委託 4,644 千円
◇医療扶助費相談・指導業務委託 7,927 千円
◇介護分野就労支援業務委託 4,838 千円

○　生活保護自立支援事業 19,561 千円

◇元ホームレス自立支援業務委託 9,720 千円
◇被保護者就労準備支援業務委託 8,412 千円

２目　扶助費

○　生活保護費 11,174,765 千円

◇生活保護費 11,166,681 千円
◇就労自立給付金 4,184 千円
◇大学等進学準備給付金 3,900 千円

　生活保護制度の適正な実施に努めるとともに、安定した職業に就いたことにより生活保護を必要と
しなくなった者に対して、就労自立給付金を支給し、生活保護脱却直後の不安定な生活を支援す
る。また、被保護世帯の子どもの大学等への進学を支援するため、進学準備給付金を支給する。

　生活保護の適正な運営を確保するため、被保護者の自立助長と医療費の適正化を図る。自立助
長を図るため、カウンセラーによる一般就労支援や、介護分野での初任者資格取得・就労・定着支
援、社会保険労務士による公的年金等の受給支援を行う。また、医療費の適正化を図るため、ジェネ
リック医薬品の使用促進、糖尿病性腎症の重症化予防を行う。

　生活保護の適正な運営を確保するため、元ホームレスに対して安定した居場所の提供や適切な医
療受診の促進、農業体験等を通じて社会性の獲得を促進する。さらに、不就労期間が長期化してい
る者等に対して就労体験やボランティア体験を通じて日常生活の基礎能力・社会生活のスキル獲
得・向上に向けた支援を実施する。
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［１項　保健衛生費］

１目　保健衛生総務費

こころと体の健康づくり

○　久留米市生きがい健康づくり財団助成 68,658 千円

○　健康ウォーキング事業　　　　　　　　　　　　　　　 2,800 千円

○　健康のびのびプロジェクト事業 8,467 千円

◇集団検診インターネット予約システム事業 980 千円
◇がん検診等コールセンター事業（予約受付・再発行受付等） 5,669 千円
◇健康くるめ21フェスタ事業 1,077 千円
◇ラジオ体操推進事業 537 千円

○　久留米赤十字会館プール整備・運営助成事業 35,070 千円

○　難病患者地域支援対策推進事業 2,744 千円

○　自殺対策事業 6,440 千円

○　健康増進対策費 1,512 千円

安心して産み、育てられる環境づくり

○　母子健康教育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 25,003 千円

○　乳幼児等健診事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 393,505 千円

◇乳幼児健康診査 72,683 千円
◇新生児聴覚検査　【新規】 2,586 千円

◇妊婦健康診査 273,632 千円
◇産婦健康診査 20,300 千円
◇母子保健情報の利活用推進　【新規】 1,738 千円

○　新生児等訪問事業　 9,926 千円

　経済的負担軽減、要支援者の早期発見、早期支援につなげるために検査費用の一部を助成す
る。

　本人や保護者が乳幼児健診・妊婦健診結果等の健康情報歴をマイナポータルにより一元的に
閲覧できるようにするためにシステム改修を行う。

◇◇◇　　４　款　　　衛　生　費　　◇◇◇

　「第2期健康くるめ21」計画の基本目標に掲げる「健康寿命の延伸」を図るため、生活習慣病の発症
予防と重症化予防などを基本視点として、身体活動・運動の推進や検診の受診率向上など、一次予
防に重点を置いた取り組みを強化し、市民の健康づくりを効果的に支援する。

　妊産婦の健康の保持増進、乳幼児の健全な発育発達のための健康診査を実施する。
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○　子育て世代包括支援事業 2,246 千円

◇こども子育てサポートセンター運営費 1,732 千円

◇子どもの総合相談 514 千円

○　未熟児養育医療給付費 23,835 千円

○　小児慢性特定疾病医療給付費 64,837 千円

○　育成医療給付費 10,167 千円

○　特定不妊治療費助成事業 86,704 千円

○　小児慢性特定疾病対策事務事業費 7,492 千円

○　小児慢性特定疾病児童等療養生活支援事業 1,680 千円

【新規】　若年者在宅ターミナルケア支援事業 2,276 千円

◇若年者在宅ターミナルケア支援給付費 2,268 千円

○　救急医療施設運営費等助成事業 53,925 千円

○　医師会等助成事業 3,477 千円

○　地域医療連携事業 44,999 千円

○　小児救急医療事業 10,760 千円

２目　予防費

○　予防接種費　　 966,953 千円

◇風しん予防接種事業　 3,528 千円

◇おたふくかぜワクチン費用助成事業　【新規】 8,275 千円

◇高齢者の肺炎球菌予防接種事業 21,581 千円

○　結核検診費 1,257 千円

　末期がんと診断された若年のがん患者が、住み慣れた自宅で最期まで日常生活を送ることができ
るよう、本人及びその家族の負担軽減を目的として、40歳未満の末期がん患者の在宅療養に必要な
介護サービスに係る費用の一部を給付する。

　任意接種であるおたふくかぜワクチンについて、接種率を向上させ、罹患を減らすことを目的に、
一部公費助成を行う。

　風しんの流行に伴う、感染拡大防止のための国の追加的政策を受け、妊娠を希望する女性、抗
体価が低い妊婦のパートナー及び同居者、妊娠を希望する女性のパートナー及び同居者並びに
現在39～56歳の男性で、抗体検査の結果が陰性の人を対象に予防接種を実施する。

　こども子育てサポートセンターの機能充実を図り、支援が必要な母子の心身のケアや育児サポー
ト等の事業に繋げるなど、支援体制を強化することにより、妊娠期から子育て期にわたる切れ目な
い支援の充実を行う。

　周産期における母子保健に関する相談支援、乳幼児・学齢期以降の18歳までの児童及びその
養育者からの相談への対応並びに家庭訪問等の継続支援を行う。
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○　健康増進（健康診査）事業 410,437 千円

◇健康増進事業健康診査等委託 398,739 千円
・胃がん検診における胃内視鏡検査導入　【新規】 14,144千円

○　結核公費負担医療給付費 18,314 千円

○　感染症予防対策費 9,901 千円

○　感染症発生動向調査事業 5,637 千円

○　特定感染症予防対策事業 22,254 千円

◇風しん抗体検査事業 14,614 千円

３目　環境衛生費

○　斎場施設維持補修事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,328 千円

○　斎場周辺環境整備事業 20,595 千円

○　衛生消毒事業 8,215 千円

○　市有墓地維持補修事業 2,490 千円

４目　保健センター費

○　城島保健福祉センター費 73,656 千円

○　北野保健センター費 64,067 千円

○　田主丸保健センター費 7,123 千円

○　南部保健センター費 5,467 千円

［２項　清掃費］

１目　清掃総務費

○　ごみ減量・リサイクル市民活動支援 25,593 千円

○　産業廃棄物適正処理推進事業 11,728 千円

　胃がん検診において、従来の胃部エックス線検査との選択制として、胃内視鏡検査を新たに
導入する。

　風しん抗体検査を医療機関に委託するとともに、検査対象者に妊娠を希望する女性のパート
ナー及び同居者、抗体価が低い妊婦の同居者並びに現在39～56歳の男性を追加して実施する。

－37－



２目　塵芥処理費

○　塵芥焼却費（上津クリーンセンター） 933,988 千円

○　塵芥焼却費（宮ノ陣クリーンセンター） 620,900 千円

○　清掃施設一部事務組合負担金 412,543 千円

・うきは久留米環境施設組合 235,741 千円

・甘木朝倉三井環境施設組合 161,333 千円

・八女西部広域事務組合 15,469 千円

○　上津クリーンセンター改修事業 145,204 千円

・プラント設備修繕 145,204 千円

○　埋立地関連地域環境整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,807 千円

○　ごみ減量・分別リサイクル推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,215,808 千円

 　ごみ減量と限られた資源の有効活用をより一層促進し、循環型社会を構築する。
◇可燃物収集運搬業務委託        547,781 千円
◇資源ごみ収集運搬業務等委託 434,109 千円
◇粗大ごみ・特別収集受付及び収集運搬業務委託 61,520 千円
◇収集容器配布回収等委託 81,946 千円
◇古紙・布類回収事業費補助金 15,015 千円
◇廃棄物減量等推進員報酬 37,680 千円
◇分別推進事業費補助金 25,072 千円

○　リサイクル品利用促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11,532 千円

○　指定袋制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 230,693 千円

○　北部一般廃棄物処理施設地域環境整備事業 8,300 千円

３目　し尿処理費

○　し尿処理事業 354,436 千円

・うきは久留米環境施設組合負担金 65,830 千円

・両筑衛生施設組合負担金 23,970 千円

○　清掃事業協同組合助成事業 1,604 千円

○　旧し尿処理施設撤去事業 15,678 千円
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［３項　環境対策費］

１目　環境対策総務費

○　環境まなびのまちづくり事業 12,198 千円

◇環境フェア 4,240 千円
◇環境教室・自然観察会 1,020 千円
◇市民・市民団体との協働事業　 108 千円
◇生ごみリサイクルアドバイザー派遣事業 263 千円
◇環境交流プラザ開催事業 2,412 千円
◇くるめエコ情報紙「エココ（ecoco）」 2,588 千円

○　環境美化促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,944 千円

・環境美化ボランティア推進事業（くるめクリーンパートナー） 1,397 千円

・スポーツごみ拾い大会　【新規】 382 千円

○　環境負荷低減行動推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,781 千円

・地球温暖化対策啓発事業 689 千円

○　環境関連産業支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 891 千円

○　新エネルギー政策推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,152 千円

・自立分散型エネルギーシステム導入補助金 10,000 千円

【新規】　公共建築物ＺＥＢ化事業 5,074 千円

◇既存公共建築物ＺＥＢ化モデル計画策定 5,074 千円

○　自然環境の保全と共生事業 338 千円

○　防犯灯設置推進事業　　　　　　　　　　　　　　　 69,459 千円

　 環境問題の解決及び持続可能な社会の構築に向けた地域社会全体での取り組みを促進するた
め、環境問題に関する正しい知識と環境配慮行動につながる高い意識を醸成する環境学習・啓発
事業を実施する。

   地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に掲げる温室効果ガス排出量削減目標達成に寄与す
るため、空調改修を予定している施設等を対象にＺＥＢ＝ネット・ゼロ・エネルギービル（年間のエネ
ルギー消費量が正味ゼロの建築物）化を検討し、実現可能な施設についてはモデル施設として整
備計画を策定する。

－39－



２目　公害対策費

○　合併処理浄化槽設置費助成 66,268 千円

○　公害対策事業 34,595 千円

・大気汚染防止対策事業 11,434 千円

・水質汚濁防止対策事業 13,205 千円

・ダイオキシン対策事業 7,068 千円

・騒音振動防止対策事業 1,047 千円

・悪臭防止対策事業 145 千円

○　特定地域生活排水処理事業特別会計繰出金 81,000 千円

※特定地域生活排水処理事業特別会計については74ページに掲載

［４項　上水道費］

１目　上水道費

○　水道広域化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 185,207 千円

･福岡県南広域水道企業団負担金 163,479 千円

・三井水道企業団負担金 21,728 千円

○　水道料金均衡化事業　　　　　　　　　　　　　 23,990 千円

－40－



［１項　労働諸費］

１目　労働諸費

多様な人材が活躍する労働環境の整備

○　職業訓練の充実 30,255 千円

◇(職)久留米地区職業訓練協会補助金 30,255 千円

○　特定求職者雇用対策事業 11,944 千円

・障害者就業支援事業 4,624 千円

○　雇用・就労促進事業 12,151 千円

◇合同会社説明会 4,033 千円
◇インターンシップに向けての企業説明会 1,389 千円
◇地元企業魅力発信事業 834 千円
◇「働き方改革」推進気運醸成事業 280 千円
◇企業連携インターンシップ事業 264 千円

○　技能奨励者・雇用優良事業所表彰事業 1,325 千円

○　若年者雇用安定促進事業 5,082 千円

◇若年者就職支援事業 5,082 千円

○　労働相談の充実 5,669 千円

　キャリアコンサルタントなどの就労サポーターによる長期求職者等への支援を行う。
◇就労サポーター事業 5,669 千円

○　ワーク･ライフ・バランス促進事業 3,700 千円

◇ワーク･ライフ・バランス推進助成金 3,700 千円

◇◇◇　　５　款　　　労　働　費　　◇◇◇

　次代を担う若い世代の地元企業への就労促進や働きやすい職場環境の整備などを図るため、産
学官金労一体となって、地元企業の採用支援や働き方改革の促進などに取り組む。

　福岡県若者しごとサポートセンター筑後ブランチにキャリアコンサルタントを配置し、相談支援体制
の充実を図る。

　従業員の仕事と家庭の両立を支援するため、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組む企業に対
し、テレワークなどの多様な勤務形態の導入や研修などにかかる経費の一部を助成する。

　地域人材の職業能力の開発・向上と職業の安定を図るため、労働者・求職者向けの職業訓練の実
施にかかる経費の一部を助成する。またテレワークに関するセミナーや研修の開催を助成することに
より、時間や場所にとらわれない多様な働き方を可能とする環境整備に取り組む。
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○　（公社）久留米広域勤労者福祉サービスセンター助成 6,683 千円

○　勤労者等貸付金事業 31,380 千円

○　勤労者福祉推進団体の指導育成 2,261 千円

○　中高年齢労働者福祉センターの管理運営 35,325 千円

○　同和対策事業 964 千円

高齢者の社会参加・参画の推進と生きがいづくり

○　（公社）久留米市シルバー人材センター助成 33,155 千円

男女の自立と男女共同参画の推進

○　女性労働者の活躍促進事業 1,713 千円

・子育て中の人のための相談カフェ事業　 1,261 千円
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［１項　農業費］

３目　農業振興費

職業として選択できる魅力ある農業の実現

○　地域農業活性化事業 33,857 千円

・地域農業振興補助金 21,397 千円

・農業まつり補助金 10,079 千円

・農業制度資金利子補給金 621 千円

○　新農業政策構築事業 1,023 千円

○　担い手経営力強化事業 7,603 千円

○　久留米産農産物の販売力強化事業 24,007 千円

◇農産物ブランド化事業 8,321 千円
・プロモーション動画によるイメージ向上・定着事業　【新規】 2,750千円
・福岡県アンテナレストランを活用したトップセールス　【新規】 2,029千円

◇農産物の輸出促進事業 1,630 千円
◇農商工連携・6次産業化推進事業 14,056 千円
・6次産業化推進事業費補助金 3,300千円
・商談会等出展支援事業補助金 700千円
・農業者と食品加工産業等とのマッチング支援事業　 2,500千円
・食料産業・6次産業化交付金　【新規】 6,231千円

○　青年・女性農業者育成事業 111,500 千円

◇農業次世代人材投資事業費補助金 103,500 千円
◇農業実践研修支援事業費補助金 2,400 千円
◇担い手育成総合支援協議会補助金 1,000 千円
◇就農機会促進事業　 500 千円

○　農業担い手連携強化事業 4,012 千円

○　食料・農業・農村基本計画策定事業 600 千円

○　経営所得安定対策事業 42,862 千円

○　水田農業等総合対策事業 186,060 千円

◇水田農業担い手機械導入支援事業費補助金（38件） 175,864 千円
◇良質米生産拡大支援事業費補助金　 2,980 千円
◇ふるさと農業活性化対策事業費補助金　 5,600 千円

　農業所得の向上につなげるため、久留米産農産物のブランド化、農産物輸出、6次産業化や農商
工連携など販売力強化事業を展開する。

◇◇◇　　６　款　　　農林水産業費　　◇◇◇

　次世代の担い手を確保・育成するため、就農前の農業技術の習得や就農後の経営力向上を支援
するとともに、青年農業者や女性農業者の育成・活動支援を行う。

　土地利用型農業である米・麦・大豆の生産性向上を目的に、担い手への農業機械の導入を支援
し、生産基盤の強化を図る。また、新たな生産技術や品種の導入支援を行う。

－43－



○　環境保全型農業直接支払事業 14,235 千円

○　植木・花き振興対策事業 5,735 千円

○　園芸農業等総合対策事業 962,879 千円

◇活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金（67件） 304,052 千円
◇産地パワーアップ事業費補助金（56件） 631,642 千円
◇農業用ハウス強靭化緊急対策事業費補助金　【新規】 9,680 千円

○　地域特産物普及推進対策事業 1,461 千円

○　地産地消推進事業 2,336 千円

○　農地流動化促進対策事業 12,800 千円

○　中山間地域等直接支払事業 11,500 千円

○　荒廃農地対策事業 4,000 千円

○　農地中間管理事業 7,332 千円

・農地集積・集約化対策事業費補助金(地域集積協力金・経営転換協力金) 6,277 千円

・力強い水田農業確立事業費補助金(農地集積交付金) 1,055 千円

○　食育推進事業 2,805 千円

○　体験交流促進対策事業 6,508 千円

・学童農園設置事業費補助金 4,600 千円

○　ふれあい農業公園費 27,505 千円

花と緑あふれる空間づくり

○　みどりの里地域活性化事業 14,865 千円

◇農家民泊推進業務委託 5,129 千円
◇農家民泊施設整備支援事業費補助金　【新規】 600 千円
◇耳納北麓地域農業体験等業務委託 1,313 千円
◇フルーツ観光農園整備促進事業費補助金 3,500 千円
◇緑花木商談会等出展支援事業費補助金 500 千円
◇久留米つばきフェア補助金 3,000 千円

○　（一財）久留米市みどりの里づくり推進機構助成 57,381 千円

○　フラワー都市交流事業 1,069 千円

○　複合アグリビジネス拠点事業 4,257 千円

○　久留米つつじ振興対策事業 4,912 千円

・筑後川くるめつつじ園整備工事 2,000 千円

・久留米つつじまつり補助金 2,660 千円

　高い収益性と活力ある園芸作物の産地形成や、その持続的な発展を促進するため、施設や省力
機械等の整備を支援する。

　耳納北麓地域の活性化と緑花木産業の振興を目指すため、地域資源を活用した取り組みを実施
する。

「日本風景街道のイメージ」
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４目　畜産業費

○　畜産振興総合対策事業 73,465 千円

◇ふくおかの畜産競争力強化対策事業費補助金 54,440 千円
◇博多和牛ブランド強化対策事業費補助金 10,400 千円
◇優良乳用基礎雌牛導入事業費補助金 3,437 千円
◇酪農ヘルパー利用組合強化対策事業費補助金 2,924 千円

○　土づくり推進対策事業 4,879 千円

５目　農地費

○　農村総合整備事業 124,766 千円

・県営農村振興総合整備事業費負担金 120,200 千円

○　農業用施設維持管理事業 83,120 千円

○　農業施設用地管理事業 7,875 千円

○　農地防災事業 104,193 千円

◇ため池安全性向上対策事業 40,740 千円
◇県営農地防災事業 62,245 千円
・県営農地防災事業費負担金 9,589千円
・県営クリーク防災機能保全対策事業費負担金 156千円
・県営水利施設整備事業費負担金 52,500千円

○　農業用施設整備事業 199,610 千円

・農道整備事業 103,400 千円

・用排水路改良事業 69,500 千円

・交通安全施設設置業務委託 3,220 千円

○　小規模農業用施設整備事業　 102,560 千円

○　農業集落排水事業特別会計繰出金 163,000 千円

※農業集落排水事業特別会計については74ページに掲載

７目　農業開発費

○　国営土地改良事業 57,336 千円

・国営耳納山麓土地改良事業 9,393 千円

・国営筑後川下流域土地改良事業 27,857 千円

・国営造成施設管理体制整備促進事業 19,960 千円

　農業用施設（ため池、堰、クリークなど）による自然災害の防止及び農業用施設の効用低下の回復
等を目的として施設整備を行う。

　畜産業の振興を図るため、畜産の生産基盤を強化する施設整備、ブランド強化並びに経営安定化
の取り組みを支援する。

「日本風景街道のイメージ」「日本風景街道のイメージ」
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○　生産基盤整備事業 95,955 千円

・県営担い手育成基盤整備事業 38,714 千円

・県営土地改良事業 26,732 千円

・県営かんがい排水事業 1,533 千円

・農地耕作条件改善事業 28,750 千円

○　生産環境整備事業 325,264 千円

◇多面的機能支払事業交付金 318,662 千円
・農地維持支払 147,488千円
・資源向上支払（共同活動、施設の長寿命化） 171,174千円

［２項　林業費］

２目　林業振興費

○　森林総合整備事業 58,424 千円

◇荒廃森林整備事業 25,571 千円
◇森林経営管理意向調査　【新規】 9,000 千円
◇森林つつじ公園整備事業 10,000 千円

○　有害鳥獣広域防除対策事業 30,366 千円

　有害鳥獣の捕獲体制の強化、侵入防止柵・防鳥ネットの設置等により、農作物への被害を防止する。
◇鳥獣被害防止総合対策事業費補助金 24,168 千円
◇有害鳥獣被害防止施設整備費補助金 390 千円
◇鳥獣被害対策実施隊員報酬 2,112 千円
◇久留米地区有害鳥獣広域防除対策協議会補助金 3,650 千円

○　林道整備事業 11,808 千円

○　兜山森林整備事業 14,823 千円

・旧兜山キャンプ場管理施設解体工事 13,823 千円

［３項　水産業費］

１目　水産業振興費

○　内水面漁業振興対策事業 2,660 千円

　農業農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農業者のみならず地域住民が一体となっ
て取り組む地域資源を守る活動等を支援する。

　森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるため、計画的な森林整備を進める。また、林業の成長
産業化と森林資源の適切な管理の両立を図るため、「森林経営管理法」に基づき創設される「新たな
森林管理システム」を活用し、森林の適正な管理を推進する。
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［１項　商工費］

２目　商工業振興費

〇　プレミアム付商品券事業【新規】 2,166,306 千円

◆購入対象者 ①住民税非課税者　
②３歳未満の子が属する世帯の世帯主

◆商品券購入限度額 ①25,000円（購入額20,000円）
②25,000円（購入額20,000円）×同一世帯の３歳未満の子の数

・商品券発行額 1,975,000千円
・商品券発行等事務費 191,306千円

○　卸売市場事業特別会計繰出金　 93,000 千円

※卸売市場事業特別会計については72ページに掲載

新たな価値を生む新産業・新技術の創出育成

○　創業支援事業 126,068 千円

◇創業支援事業費補助金 18,934 千円
◇知的財産普及活用推進事業費補助金 5,064 千円
◇中小企業新規開業資金預託金 98,000 千円

○　新産業・新技術支援事業 101,745 千円

◇産業技術振興事業費補助金 101,328 千円
・地域エネルギー開発支援事業 56,000千円
・久留米市ものづくり支援事業 25,328千円

○　バイオ産業振興事業 98,006 千円

◇バイオ産業振興事業費補助金 96,728 千円
・理化学研究所等との連携事業 43,175千円

◇◇◇　　７　款　　　商　工　費　　◇◇◇

　福岡県と連携して、バイオ技術を核とする新産業の創出やベンチャー企業等の集積を推進するとと
もに、地域企業・大学と理化学研究所の連携事業を推進する。

　くるめ創業ロケットを中心とした産学官金の連携による創業支援を行うとともに、商標や特許など知
的財産の普及、活用を促進する。

　新産業の創出・育成及び地域企業の技術革新のため、地域の中小企業と他企業や研究機関を引
き合わせるコーディネート支援など、地域産業支援基盤の充実を図る。
　また、エネルギー関連分野など今後成長が見込まれる分野において、地域の強みを活かした技術
革新を推進することで、地場企業の「稼ぐ力」を引き出す取り組みを行う。

　消費税率の10％への引上げによる低所得者・子育て世帯への影響を緩和するとともに、地域にお
ける消費を喚起することを目的として、プレミアム付商品券の販売を行う。
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多様な地域産業の振興

○　中小企業金融対策事業 2,569,063 千円

◇中小企業融資制度預託金 2,531,000 千円
・緊急経営支援資金消費税増税支援特別枠　【新規】 31,000千円

◇信用保証協会保証料減率補填金 26,208 千円
◇信用保証協会等損失補償金 11,855 千円

○　中小企業融資利子・保証料補給金 46,639 千円

○　中小企業共同事業促進助成 5,622 千円

○　商工指導機関助成 66,601 千円

○　地場産業総合振興事業 32,690 千円

○　地域企業育成事業 15,361 千円

◇企業情報発信事業 2,105 千円

◇売れる商品づくり支援事業 3,956 千円
◇中小企業経営力向上セミナー 1,508 千円

地域経済を支える産業の集積

○　産業振興奨励金 310,891 千円

○　企業立地促進資金利子等補給金 2,307 千円

○　企業誘致推進事業 9,604 千円

○　新産業団地整備事業 58,810 千円

◇新産業団地公共施設整備費負担金 52,260 千円
◇次期産業用地（藤光東部地区）事業化検討業務委託 6,300 千円

海外ビジネス交流の促進

○　海外ビジネス展開促進事業 3,418 千円

・海外ビジネス発掘・サポート事業 1,045 千円

・海外見本市等出展補助金 1,700 千円

にぎわいと憩いを創出する場と機能の整備

○　中心部商業活性化事業 18,015 千円

・中心市街地商店街等活性化パートナー出店促進事業費補助金 8,000 千円

・人にやさしい商店街づくり事業費補助金 8,040 千円

・商店街ストック活用促進事業 1,650 千円

○　中心部にぎわいづくり事業 6,090 千円

　地域経済を支える産業の集積を進め、雇用創出を図るための受け皿として、新たな産業団地の整
備を図る。

　地域経済の活性化のため、地場企業の商品開発や販路開拓を支援する。

　「ものづくり集積地・久留米」を積極的に都市圏へ発信するため、域外での展示会に、市内企業・
関係機関と出展し、「ものづくり企業事例集」などを活用しながら情報発信に取り組む。

　消費税率引上げに伴い、売上高や売上総利益が減少する中小企業の経営安定に向けた支
援として、融資制度を新設する。
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○　地域商業支援事業 2,100 千円

・空き店舗対策事業費補助金 2,100 千円

○　中心市街地再整備事業 14,790 千円

○　買い物弱者対策事業 600 千円

○　まちなか賑わい創造事業 40,799 千円

◇まちなか情報発信事業 3,692 千円
◇まちなか賑わいづくり事業 20,367 千円

・まちなか賑わい支援事業 7,133千円
・まちなか冬の賑わいづくり事業 4,000千円
・たまがる大道芸事業 9,234千円

◇久留米都心部イルミネーション事業費補助金 6,000 千円
◇まちなか賑わいづくり支援事業費補助金 10,740 千円

・くるめ楽衆国まつり事業費補助金 3,000千円
・まちなか地域物産店事業費補助金 7,740千円

３目　消費生活センター費

○　消費生活対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,749 千円

４目　観光費

久留米ならではの魅力ある観光の振興

○　有馬記念館活用事業 9,329 千円

○　伝統的町並み保存事業 4,733 千円

○　観光施設整備管理事業 14,374 千円

○　観光案内サイン整備管理事業 987 千円

○　四季のイベント振興事業 93,112 千円

・筑後川花火大会 31,365 千円

・くるめ水の祭典 18,208 千円

・観光活性化推進事業費補助金 28,000 千円

・城島酒蔵びらき 9,280 千円

・久留米つつじマーチ事業 4,900 千円

・Ｂ級グルメの聖地事業 800 千円

　まちなかに新たな賑わいを創出するため、六角堂広場等を拠点として、魅力あるイベント等を開催
するとともに、まちなかの賑わいづくりのサポート、情報発信を行う。
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○　観光プロモーション推進事業 31,201 千円

◇広域観光連携・滞在時間延長促進事業　【新規】 5,000 千円
◇自衛隊関連観光商品造成事業　【新規】 3,000 千円

○　インバウンド推進事業 21,239 千円

◇国際情報発信 5,380 千円
・ＳＮＳ情報発信事業 3,000千円

◇国際観光ＰＲ 14,689 千円
・外国人旅行客向け観光素材撮影【新規】 3,000千円
・インバウンド推進バス助成事業 3,000千円
・海外訪問団受入、派遣 8,689千円

◇外国人旅行客受入れ環境整備補助金 1,000 千円

○　地域密着観光事業 20,607 千円

◇地域おこし協力隊活動費等（3名） 11,582 千円
◇観光案内機能強化事業 2,000 千円

◇地域密着観光推進支援事業 2,450 千円
◇エリア観光推進事業費補助金 3,805 千円
◇筑後川活用観光開発事業補助金 770 千円

○　世界のつばき館等活用事業 20,713 千円

・世界のつばき館指定管理料 20,317 千円

・みどりの里・耳納風景街道推進協議会補助金 350 千円

○　山辺道文化館費 11,469 千円

○　田主丸ふるさと会館費 15,567 千円

○　九州オルレ推進事業 2,350 千円

○　耳納北麓グリーンアルカディア観光推進事業 3,056 千円

○　観光コンベンション振興事業 146,608 千円

・観光コンベンション国際交流協会ホームページリニューアル 10,000 千円

○　ＭＩＣＥ誘致推進事業 73,140 千円

◇コンベンション開催支援助成金 12,350 千円
◇宿泊施設整備支援制度助成 54,040 千円
◇アフターコンベンション商品造成事業 3,700 千円

５目　歴史資料館費

○　草野歴史資料館費 11,465 千円

　久留米シティプラザや久留米アリーナの開館効果を地域経済の活性化につなげるため、本市の特
色を活かしたコンベンションなどのMICE誘致支援策を実施する。また、コンベンション開催のPR促進
により、市全体の歓迎気運を醸成する。

　久留米市の玄関口であるJR久留米駅を基点とした周辺観光地の案内機能を強化する。

　交流人口の拡大と地域経済の活性化を目指し、魅力ある地域資源を活用した周遊型ツーリズムの
商品造成などを行う。

　本市のイメージや知名度、魅力の向上を図り、交流人口の拡大を推進するため、地域資源を活用
した効果的なキャンペーンや旅行エージェントとの観光商品の造成、市議会から提言を受けた筑後
地域全体での周遊促進等を行う。

　地域経済活性化を図るため、地域資源を活用した外国人観光客の誘致や受入体制の整備を推進
するとともに、新たな写真や動画などの観光素材を撮影し、SNSを活かしたPRを強化する。
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